
第５編 総合政策部 
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 都 市 経 営 課  

 

１ 総合計画・新市建設計画 

⑴ 新市建設計画   平成17年２月25日に釧路市・阿寒町・音別町合併協議会にて策定 

           計画期間：合併年度及びこれに続く15年間 

⑵ 釧路市総合計画  平成20年３月19日基本構想議決 

計画期間：平成20年度～平成29年度 

⑶ 釧路市まちづくり基本構想  策定中（策定期間：平成28年度～平成29年度） 

 

２ 釧路市強靭化計画の策定 

  「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法」に基づき、釧

路市の地域強靭化を推進するため、地域の特性を踏まえ、また、国や道の計画と調和を図り、釧路市の

関連する他計画等の指針となる基本的な方針を策定中（策定期間：平成28年度～平成29年度） 

 

３ 実施計画 

⑴  釧路市総合計画第８次実施計画 

ア 期間  平成28年度～平成29年度で策定 

 

４ 都市経営戦略プランの取り組み 

 ⑴ 都市経営戦略プランの推進 

   都市経営とは、限られた地域の資源（ヒト、モノ、カネ、情報等）  

  を効率的・効果的に活用し、地域の課題を解決し、プラス成長を目 

  指す釧路市の取組である。 

   都市経営を進めるために、政策プラン、市役所改革プラン及び財 

  政健全化推進プランを一体とした都市経営戦略プランに基づき進め 

  ている。 

⑵ 政策プランの推進 

   地域の資源を生かした独自政策の展開によってプラス成長を目指 

  すために、「政策プラン」を平成24年12月に策定した。 

   本プランは策定後向こう概ね５年間において、釧路市が中期的に

取り組む「重点分野」や「政策展開の方向性」、「独自政策の基本

的な考え方」を示しており、これに基づき「域内循環」や「外から

稼ぐ」取り組みなどを中心に、様々な事業を実施している。 

 ⑶ 市役所改革プランの推進 

   自ら考え行動できる職員の育成と組織の活性化を図り、都市経営を支える体制を築くため「市役所改 

  革プラン」を平成23年度に策定した。 

   市役所改革プランは、「速やかに実施すべき項目」と「各課の自主的な取組」で構成され、平成26年 

  度末時点で、「速やかに実施すべき項目」は13項目全てに着手し、「各課の自主的な取組」は50課 

  84項目に取り組んでいる。 

 

５ 釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

   人口減少が急速に進む中で、将来に希望の持てるまちの姿を見据え、地域が一体となって苦難を乗り

越えていくことを目指し、平成27年度に「釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。 

⑴ 策定経過 

 ア 推進本部会議（６回開催） 

 イ 支援会議（４回開催） 

 ウ 意見交換会（２回開催） 
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⑵ 戦略の概要 

 ア 目指す都市像  未来への「希望」輝く ひがし北海道の拠点・くしろ 

 イ 最優先課題  「域内循環」と「外から稼ぐ」取組の推進などにより、力強い経済基盤を構築し雇

用の創出などを図り、親になる世代を確保して急激な人口減少に歯止めをかける。 

 ウ 重点戦略 

  (ｱ) 「『わかもの』の希望がかなうまち・くしろ」 

  (ｲ) 「『女性』の希望がかなうまち・くしろ」 

  (ｳ) 「すべての人の『住み続けたい』という希望がかなうまち・くしろ」 

  (ｴ) 「『来たい・住みたい』と思えるまち・くしろ」 

 エ 取組期間  平成27年度から平成31年度 

 

６ 釧路市重要懸案事項要望活動等の実施 

 ⑴ 経過 

ア 平成28年７月６日～７月７日、７月21日～７月22日 

  国・北海道開発局・北海道ほか関係機関へ要望活動 

 

７ ふるさと納税の推進 

   厳しい財政状況の中で自主財源を確保するため、「ふるさと納税」のＰＲを促進、簡易に寄附できる

環境整備や高額寄附者に対し釧路の特産品贈呈を行い、次年度以降の寄附の継続を促進し歳入の向上に

努める。 

 

 

 

 

 

８ 釧路市まちづくり基本条例に係る取組の推進 

   まちづくりに関する基本理念・基本原則を定め、市民の権利・責務と市の責務を明らかにするととも

に、まちづくりの基本的事項を定め、市民を主体とするまちづくりの実現を図ることを目的とし、条例

の検討委員会における検討を踏まえ、釧路市まちづくり基本条例を制定し、平成27年10月１日から施行

した。また、その取り組みや条例の内容等について市民に周知を図る。 

⑴ 合併10周年記念シンポジウム「地域の未来とこれからのまちづくりを考える」開催 

 

９ 世界自然遺産登録の推進 

   阿寒湖及び周辺地域の世界自然遺産登録を目指し、関係機関、関係団体との情報の共有と登録に向け

た運動の展開を図る。 

  

10 定住自立圏構想等推進 

   人口減少に伴う税収の減少などにより、全ての市町村ごとにフルセットの生活機能を整備・維持して

いくことが困難な状況となることが予想されるため、定住自立圏構想における圏域の中心市である釧路

市の機能と近隣町村の機能とが協定によって連携し、「定住」のために必要なさまざまな機能を圏域全

体で確保することを目指す。また、「定住自立圏形成協定」を締結した中心市及び近隣市町村の定住自

立圏の将来像や、協定に基づき推進する取組並びに成果指標、役割分担を記載した「定住自立圏共生ビ

ジョン」を作成している。 

 ⑴ 釧路定住自立圏共生ビジョン懇談会（２回開催） 

⑵ 定住自立圏共生ビジョンに関する意見交換会（１回開催） 

 

11 行政視察誘致促進事業  

交流人口の拡大を目的に、くしろ地域での先進的な取組事例を冊子にまとめ、大学教授、公共政策系

年度 寄附件数 寄附額 

平成 26 年度 115 件 9,377,000 円 

平成 27 年度 437 件 42,654,000 円 

平成 28 年度 12,799 件 293,870,578 円 
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の大学院等に配布し、調査・研究、ゼミ合宿の誘致促進を図る。 

 ⑴ くしろ地域政策本の発行 

 ⑵ 日本公共政策学会、地域活性学会、日本地方政治学会・日本地域政治学会での配布 

⑶ 公共政策学系学部・大学院への郵送 

 

12 釧路市地域協議会 

   市政への住民意思の反映及び市民協働の推進による市民の一体感の醸成を図るため、市長の附属機関

として釧路市の各施策などについて審議する他、各地区における個別の課題などについて市長へ意見を

述べる。 

⑴ 釧路地域協議会（３回開催） 

⑵ 阿寒地域協議会（３回開催） 

⑶ 音別地域協議会（３回開催） 

⑷ 釧路市地域協議会３地区合同会議（１回開催） 

 

13 地域公共交通再編事業 

   持続可能な公共交通を形成するためのマスタープランである「釧路市地域公共交通網形成計画」を平

成 29 年６月に策定し、当該計画に示された理念や方針に基づいて地域公共交通の再編に向けた実施計画

の検討を進めている。 

⑴ 経過 

ア 釧路市地域公共交通活性化協議会の開催（平成28年度 ４回） 

 

14 平成29年度実施委託統計調査 

⑴ 学校基本調査（５月１日現在）文部科学省 

ア 調査の目的 

    学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得ることを目的とする。 

イ 調査の対象 

    市立・私立の小学校、中学校、幼稚園、幼保連携型認定こども園、専修学校、各種学校及び市教育

委員会 

    （高校、短大、高専、大学、特別支援学校及び国立の小・中学校は国及び北海道で調査） 

⑵ 工業統計調査（６月１日現在）経済産業省 

ア 調査の目的 

    工業の実態を明らかにすることを目的とする。 

イ 調査の対象 

    日本標準産業分類に掲げる「大分類Ｅ－製造業」に属する事業所（国に属する事業所及び従業者３

人以下の事業所を除く） 

⑶ 就業構造基本調査（10月１日現在）総務省 

ア 調査の目的 

    国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ることを

目的とする。 

イ 調査の対象 

      総務大臣の定める方法により市町村長が選定した抽出単位（世帯が居住することができる建物又は

建物の一部をいう。）に居住する世帯の15歳以上の世帯員 

 ⑷ 住宅・土地統計調査単位区設定（２月１日現在）総務省 

  ア 単位区設定の目的 

平成30年住宅・土地統計調査の実施に先立って、調査員が担当する調査区域を明確にし、調査の円

滑な実施と結果精度の向上を図るために実施する。 
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15 統計刊行物の発行 

名  称 発 行 

釧路市統計書 毎年３月 

 

16 各種統計調査結果 

⑴ 平成27年国勢調査結果（10月１日現在） 

              （単位：世帯、人） 

世帯数 総 数 男 女 

82,078 174,742 82,185 92,557 

⑵ 平成26年経済センサス－基礎調査結果（７月１日現在） 

 （単位：事業所、人）  

事業所数 従業者数 

8,871 80,833 

⑶ 平成26年商業統計調査結果（７月１日現在） 

          （単位：店、人、万円） 

商店数 従業者数 年間商品販売額 

1,568 12,263 48,104,317 

⑷ 平成26年工業統計調査結果（12月31日現在） 

         （単位：事業所、人、万円） 

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 

175 4,827 23,782,552 

  注：従業者４人以上の事業所 

⑸ 平成28年度学校基本調査結果（５月１日現在） 

ア 幼稚園                 （単位：園、学級、人） 

園数 学級数 園児数 修了者数 教員数 職員数 

28 118 2,327 898 195 52 

イ 幼保連携型認定こども園         （単位：園、学級、人） 

園数 学級数 園児数 修了者数 教員数 職員数 

１ ５ 100 － 17 ３ 

ウ 小学校            （単位：校、学級、人） 

学校数 学級数 児童数 教員数 職員数 

27 366 8,102 610 198 

エ 中学校                 （単位：校、学級、人） 

学校数 学級数 生徒数 卒業者数 教員数 職員数 

17 178 4,423 1,444 375 79 

オ 高等学校                （単位：校、学級、人） 

学校数 学級数 生徒数 卒業者数 教員数 職員数 

８ 127 4,391 1,442 380 82 

カ 専修学校              （単位：校、人） 

学校数 生徒数 卒業者数 教員数 職員数 

10 611 222 76 30 

キ 各種学校              （単位：校、人） 

学校数 生徒数 卒業者数 教員数 職員数 

１ － － － － 

ク 特別支援学校              （単位：校、学級、人） 

学校数 学級数 児童生徒数 卒業者数 教員数 職員数 

２ 55 238 28 143 36 
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ケ 高等専門学校（専攻科含む）         （単位：校、学級、人） 

学校数 学級数 生徒数 卒業･修了者数 教員数 職員数 

１ 28 931 169 77 44 

コ 短期大学             （単位：校、人） 

学校数 学生数 卒業者数 教員数 職員数 

１ 183 88 17 14 

サ 大学（大学院含む）           （単位：校、人） 

学校数 学生数 卒業･修了者数 教員数 職員数 

２ 2,165 494 105 51 
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 都 市 計 画 課  

 

１ 都市計画 

本市の都市計画は、昭和５年９月都市計画法が適用され、昭和10年３月都市計画区域、昭和16年３月に

用途地域と都市計画道路の決定により、その第一歩を踏み出した。 

昭和24年隣接鳥取町との合併や水産、紙パルプ、石炭の三大基幹産業の急速な発展による産業構造の変

化と人口の激増等により、土地区画整理事業をはじめ都市の近代化を促進する都市計画事業が実施される

など、都市基盤整備が大きく進展した。 

昭和43年新都市計画法により、都市計画の基本となる市街化区域及び市街化調整区域の設定や開発許可

制度等が定められ、昭和47年には、用途地域、都市計画道路の全面変更が行われ、現在の市街地形成の基

礎が築かれた。 

その後、近年の我が国の社会経済情勢の変化を受け、これまでの拡大・成長を目標とした「都市化社会」

から、安定・成熟した「都市型社会」への転換が求められており、将来のまちづくりの方向性を示す「都

市計画マスタープラン」を平成12年度に策定した。 

また、少子高齢化の急速な進展や地球環境問題への関心の高まりをはじめとするさらなる社会経済情勢

の変化や３市町合併に対応するため、平成20年度には「都市計画マスタープラン」の見直しを行った。 

⑴ 都市計画法適用 都市計画法（大正８年４月５日法律第36号）の規定により指定 

法適用年月日 昭和５年７月３日 法適用番号 内務省指令第142号 

⑵ 都市計画区域  都市計画法第５条 

昭和10年３月に１市２町（釧路市、釧路町（当時釧路村）、鳥取町）を一体の都市として総合的に整備

し、開発及び保全する必要がある区域として、都市計画区域を定めた。昭和24年10月鳥取町との合併に

より、当時の釧路市の行政区域全てと釧路町の行政区域一部を加え22,303haに移行し、その後数回の変

更を経て、平成16年４月に西港第４埠頭の公有水面埋立地を加え、現在に至っている。 

釧 路 市  22,175ha 
最 終 変 更 年 月 日 

平成16年４月６日 
釧 路 町  12,037ha 

  計    34,212ha 

⑶ 区域区分  都市計画法第７条 

都市計画区域について、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、市街化区域（すでに

市街地を形成している区域及びおおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域）と市街

化調整区域（市街化を抑制すべき区域）との区分を定めている。 

本市では、昭和45年12月に市街化区域及び市街化調整区域の設定を行い、その後、人口や産業構造等

の経済情勢の変化に対応して区域を変更している。 

区   分 市街化区域 市街化調整区域 
最 終 変 更 年 月 日 

平成22年11月９日 

北海道告示第746号 

釧 路 市 5,272ha 16,903ha 

釧 路 町  618ha 11,419ha 

計 5,890ha 28,322ha 
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⑷ 地域地区・都市施設・地区計画等  都市計画法第８条、第11条、第12条の４ 

市街化区域における土地の合理的な利用を誘導するため、良好な都市環境の形成や、住居、商業、工

業などの適正な配置による機能的都市活動の確保を目的とする用途地域等の、地域地区を定めている。 

ア 用途地域（平成28年12月21日 釧路市告示第517号） 

区   分 面  積 区   分 面  積 

第１種低層住居専用地域 970ha 近 隣 商 業 地 域 197ha 

第２種低層住居専用地域 ７ha 商 業 地 域 108ha 

第１種中高層住居専用地域 878ha 準 工 業 地 域 362ha 

第２種中高層住居専用地域 604ha 工 業 地 域 758ha 

第 １ 種 住 居 地 域 494ha 工 業 専 用 地 域 692ha 

第 ２ 種 住 居 地 域 75ha   

準 住 居 地 域 127ha 合 計 5,272ha 

イ 特別用途地区（平成７年10月11日 釧路市告示第195号） 

種   類 面  積 位  置 

第 １ 種 特 別 工 業 地 区 約153ha 大楽毛、星が浦の各一部 

第 ２ 種 特 別 工 業 地 区 約 76ha 大楽毛、新野の各一部 

第 ３ 種 特 別 工 業 地 区 約154ha 大楽毛、星が浦、鳥取の各一部 

ウ 防火地域、準防火地域（平成22年11月９日 釧路市告示第449号） 

区   分 面  積 

防 火 地 域  約 48ha 

準 防 火 地 域  約644ha 

エ 臨港地区（平成22年11月９日 北海道告示第746号） 

名    称 面  積 分  区 面  積 

釧 路 圏 臨 港 地 区 約350ha 

商 港 区 143.9ha 

工 業 港 区 86.9ha 

漁 港 区 39.8ha 

保 安 港 区 37.8ha 

特殊物資港区 11.7ha 

修景厚生港区 8.1ha 

無 分 区 地 区 21.8ha 

オ 駐車場整備地区（平成６年６月２日 釧路市告示第100号） 

区  域 面  積 備  考 

釧路市幸町３丁目の一部及び幸町４

丁目の全部、幸町５丁目から幸町14

丁目並びに寿１丁目の各一部、浪花町

３丁目から浪花町13丁目の各一部 

約109ha 
釧路市建築物における駐車施設の附置等に関す

る条例（平成17年10月11日 条例第217号） 

カ 都市計画道路（平成27年３月17日 釧路市告示第109号） 

都市計画道路の決定は、昭和16年３月19日付内務省告示第77号をもって決定したのが最初で、その

後、釧路市と鳥取町の合併等による大幅な変更や、新都市計画法施行に伴う昭和47年５月の全面変更

等を経て、現在に至っている。 

  釧路圏都市計画道路（釧路町を含む） 

総路線数（本） 総延長（ｍ） 区  分 路線数（本） 延長（ｍ） 

107 239,280 

自 動 車 専 用 道 路 １ 9,980 

幹 線 道 路 91 220,950 

区 画 街 路 ８ 5,460 

特 殊 街 路 ７ 2,890 

 



- 48 - 

キ 都市計画公園・緑地（平成24年３月１日 釧路市告示第61号） 

区  分 数 面  積 

街 区 公 園 161 40.53ha 

近 隣 公 園 16 28.10ha 

地 区 公 園 ５ 28.80ha 

総 合 公 園 ３ 105.60ha 

運 動 公 園 １ 104.40ha 

特 殊 公 園 ２ 571.03ha 

都 市 緑 地 ６ 116.70ha 

計 194 995.16ha 

ク 下水道（平成22年11月９日 北海道告示第746号） 

(ｱ) 釧路圏都市計画下水道の名称     釧路公共下水道 

(ｲ) 排水区域 

名  称 区域面積 備  考 

釧路公共下水道 約5,915ha 
釧路市分 約5,297ha 

釧路町分 約 618ha 

(ｳ) 処理施設 

名  称 位  置 敷地面積 備  考 

古 川 下 水 

終 末 処 理 場 
釧路市古川町 約124,200㎡ 処理能力  137,600㎥／日 

白 樺 下 水 

終 末 処 理 場 
釧路市益浦４丁目 約 34,400㎡ 処理能力  21,400㎥／日 

大 楽 毛 下 水 

終 末 処 理 場 
釧路市星が浦南６丁目 約126,520㎡ 処理能力  88,900㎥／日 

(ｴ) ポンプ場・下水管渠 

  ポンプ場（11カ所）及び各処理区別に下水幹線等が、それぞれ計画決定されている。 

ケ その他の都市施設 

(ｱ) 汚物処理場 

名  称 位  置 面  積 処理能力 告示年月日・番号 

第３し尿処理場 釧路市新野原野地内 約3.3ha 100㎘／日 

昭和41年８月25日 

建設省告示第2931 

号 

釧路水産団地排水処理場 釧路市新野 約4.2ha 20,000㎘／日 
昭和49年９月11日 

釧路市告示第127号 

(ｲ) 市場 

名  称 位  置 面  積 告示年月日・番号 

釧 路 市 公 設 

地 方 卸 売 市 場 
釧路市新富士町６丁目 約6.6ha 

平成18年４月１日 

釧路市告示第84号 

釧 路 水 産 物 

地 方 卸 売 市 場 
釧路市浜町に隣接する国有地の地先 約10.7ha 

昭和57年５月11日 

釧路市告示第105号 

釧路市新富士水産物 

地 方 卸 売 市 場 
釧路市新富士町６丁目 約2.42ha 

昭和59年８月16日 

釧路市告示第154号 

(ｳ) と畜場 

名  称 位  置 面  積 告示年月日・番号 

釧 路 と 畜 場 
釧路市新野28番地の２の一部 

大楽毛128番地の１、５の一部 
約10ha 

昭和45年６月23日 

釧路市告示第64号 

(ｴ) 河川 

名  称 位  置 
区域 

告示年月日・番号 
幅員 延 長 

ア セ ッ ツ リ 川 釧路市古川町～釧路町セッツリ太 40ｍ 約830ｍ 
昭和50年２月17日 

北海道告示第406号 
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(ｵ) ごみ焼却場 

名  称 位  置 面  積 告示年月日・番号 

釧 路 広 域 連 合 

ご み 処 理 施 設 
釧路市高山30の１地内 約3.6ha 

平成15年９月８日 

釧路市告示第143号 

(ｶ) ごみ処理場 

名  称 位  置 面  積 告示年月日・番号 

釧 路 市 資 源 

リサイクルセンター 
釧路市鳥取南７丁目 約1.4ha 

平成10年３月２日 

釧路市告示第42号 

粗 大 ご み 

処 理 セ ン タ ー 
釧路市高山 約1.1ha 

平成11年３月５日 

釧路市告示第46号 

(ｷ) 火葬場 

名  称 位  置 面  積 告示年月日・番号 

釧路市昇雲台火葬場 
釧路町鳥通東８丁目 

釧路町字遠野 
16,200㎡ 

平成12年８月１日 

釧路市告示第167号 

コ 地区計画 

地区計画は、地区レベルの良好な市街地環境の形成を図るため、地区の特性に応じて地区施設の配

置計画や建築物の形態について、住民等の意見を聞きながらきめ細かなルールを定めるものであり、

本市では現在15地区について地区計画を定めている。 

名  称 位  置 
面  積 

（ha） 

地区整備計画区域

内の地区区分名称 
告示年月日・番号 

美 原 団 地 

地 区 計 画 

美原１丁目、２丁目、３

丁目、４丁目、５丁目 

141.4 

（74.0） 

低層専用住宅地区 

低層一般住宅地区 

低層集合住宅地区 

平成21年10月２日 

釧路市告示第466号 

芦野三丁目地区 

地 区 計 画 
芦野３丁目の一部 

22.1 

（17.5） 

低層専用住宅地区 

沿道サービス地区 

近隣サービス地区 

平成28年６月24日 

釧路市告示第268号 

愛 国 地 区 

地 区 計 画 
愛国191番の一部 

5.6 

（5.4） 
医療・福祉サービス地区 

行 政 サ ー ビ ス 地 区 

平成27年７月３日 

釧路市告示第291号 

文 苑 地 区 

地 区 計 画 

文苑３丁目の一部、文苑

４丁目 

43.6 

（39.2） 

低層専用住宅地区 

低層一般住宅地区 

沿道サービス地区 

近隣サービス地区 

平成28年６月24日 

釧路市告示第269号 

文 苑 第 二 地 区 

地 区 計 画 

文苑１丁目、文苑２丁目

の一部 

49.6 

（42.5） 

低層専用住宅地区 

低層一般住宅地区 

集 合 住 宅 地 区 

一 般 住 宅 Ａ 地 区 

一 般 住 宅 Ｂ 地 区 

沿道サービス地区 

近隣サービス地区 

平成28年６月24日 

釧路市告示第270号 

昭 和 地 区 

地 区 計 画 

昭和中央２丁目、３丁目、

４丁目、５丁目、６丁目、

昭和町４丁目、昭和南３

丁目、４丁目、５丁目、

６丁目の各一部 

83.9 

（67.8） 

低層専用住宅地区 

低層一般住宅地区 

一 般 住 宅 Ａ 地 区 

一 般 住 宅 Ｂ 地 区 

沿道サービス地区 

近隣サービス地区 

平成28年６月24日 

釧路市告示第271号 

益浦軽工業団地地区 

地 区 計 画 益浦３丁目の一部 
11.5 

（11.0） 
 

平成28年６月24日 

釧路市告示第272号 

文 苑 第 三 地 区 

地 区 計 画 

文苑２丁目の一部、３丁

目の一部 

33.6 

（29.0） 

低層専用住宅地区 

低層一般住宅地区 

平成21年９月１日 

釧路市告示第394号 

昭 和 中 央 地 区 

地 区 計 画 

昭和中央１丁目、２丁目、

３丁目、４丁目、５丁目、

６丁目の各一部 

96.8 

（78.9） 

低層専用住宅地区 

低層一般住宅地区 

一 般 住 宅 Ａ 地 区 

一 般 住 宅 Ｂ 地 区 

近隣サービス地区 

近隣利便施設地区 

平成28年６月24日 

釧路市告示第273号 
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昭和シルバータウ 

ン地区地区計画 
昭和190番の一部 

7.7 

（7.7） 
 

平成13年３月15日 

釧路市告示第51号 

鶴 野 東 地 区 

地 区 計 画 

鶴野東４丁目、５丁目の

各一部 

14.6 

（13.9） 

低層専用住宅地区 

一 般 住 宅 地 区 

沿道サービス地区 

平成28年６月24日 

釧路市告示第274号 

釧路フィッシャー 

マンズワーフ地区 

地 区 計 画 

北大通１丁目、２丁目、

錦町２丁目、３丁目、４

丁目、５丁目、幸町３丁

目、４丁目、５丁目、浪

花町３丁目、４丁目、５

丁目の各一部 

6.7 

（6.7） 

錦 町 地 区 

幸町、浪花町地区 

平成28年６月24日 

釧路市告示第275号 

桜ケ岡・白樺台 

地 区 地 区 計 画 

桜ケ岡５丁目の一部、６

丁目、７丁目、益浦４丁

目の一部、白樺台１丁目、

２丁目、３丁目、４丁目、

５丁目、６丁目、７丁目 

192.3 

(177.0) 

低層専用住宅地区 

低層一般住宅地区 

一 般 住 宅 地 区 

平成21年10月２日 

釧路市告示第465号 

武 佐 地 区 

地 区 計 画 

武佐１丁目、２丁目、３

丁目、４丁目の各一部 

145.8 

(136.4) 

低層専用住宅地区 

一 般 住 宅 地 区 

平成19年９月14日 

釧路市告示第324号 

昭 和 北 地 区 

地 区 計 画 

昭和北１丁目、２丁目、

３丁目、昭和中央１丁目

の一部、２丁目の一部 

47.2 

(44.2) 
 

平成21年10月２日 

釧路市告示第464号 

 ※面積欄の（  ）書きは、地区整備計画の区域面積 

⑸ 開発行為の許可申請  都市計画法第29条 

1,000平方メートル以上の敷地に建築物及び特定工作物の建築を目的として区画形質を変更する行為。 

（平成28年度実績） 

ア 申請件数 

区  分 件数（件） 面積（ha） 

市 街 化 区 域 内 ８ 3.8 

市街化調整区域内 ０ ０ 

都市計画区域外 ０ ０ 

計 ８ 3.8 

イ 許可件数 

区  分 件数（件） 面積（ha） 

市 街 化 区 域 内 ８ 3.8 

市街化調整区域内 ０ ０ 

都市計画区域外 ０ ０ 

計 ８ 3.8 

 

２ 住居表示  

住居表示に関する法律（昭和37年５月法律第119号）に基づき昭和43年度から行っており、平成14年度は

鶴野地区を実施した。平成15年度からは、住居表示を実施していない。 

 (近年の実施区域) 

年   度 12 13 14 

面積（㎢） 0.2 1.32 0.156 

世帯数(世帯） 560 37 16 

人口（人） 1,600 95 34 

実 施 区 域 

［中鶴野地区］ 

中鶴野 

 

 

［昭和地区］ 

昭和中央１～６丁目 

［文苑地区］ 

文苑２～３丁目 

［鶴野地区］ 

鶴野東４～５丁目 
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３ 市営駐車場 

⑴ 釧路河畔駐車場 

都心部地域の駐車需要に対応するため、建設費約66,000千円で整備を進め、昭和49年12月８日に供用

した。 

なお、市が実施するリバーサイド整備事業の進捗に伴い、平成12年度から13年度の２年間で、本駐車

場の改良工事を行った。 

位     置 面    積 供 用 台 数 

北 大 通 １ 丁 目 

末 広 町 １ 丁 目 

栄 町 １ 丁 目 

川 上 町 ２ 丁 目 

約0.57ha 202台 

⑵ 釧路錦町駐車場 

都心部及び釧路ＦＷ計画地域における駐車需要に対応するため、総事業費約 2,250,000千円（建設費

約 1,652,000千円）で立体駐車場として整備し、平成９年８月１日に供用した。 

位     置 面    積 供 用 台 数 

錦 町 ４ 丁 目 約1.4ha 509台 

 

４ 景観づくり推進事業 

⑴ 景観形成推進事業 

  平成３年10月の釧路市都市景観形成基本計画策定以来、景観形成に関わる施策の推進を図り、平成16

年３月の道道釧路空港線周辺地域の景観形成推進地区への指定、平成19年４月１日には自主条例となる

釧路市景観条例の施行など、地域の特色を生かした景観づくりに努めている。また、北海道知事の同意

を経て、平成20年10月１日より景観行政団体に移行し、平成21年10月には景観法に基づく釧路市景観条

例を制定、同年11月には釧路市景観計画を策定し、平成22年４月１日より施行している。 

  ○これまでの主な取り組み 

   ・平成３年10月「釧路市都市景観形成基本計画」策定 

    ・平成５年３月「釧路市都市景観ガイドライン」策定 

    ・平成７年７月「釧路市都市景観要綱、同施行規準、景観形成基準」制定 

    ・平成８年７月「釧路市都市景観賞表彰規定、同実施要領」制定 

    ・平成12年３月「釧路市都市景観形成推進地区景観形成基準指針」制定 

    ・平成16年３月 道道釧路空港線周辺地域を景観形成推進地区に指定 

    ・平成19年３月「釧路市景観条例」制定 

    ・平成20年10月「景観行政団体」移行 

    ・平成21年10月 景観法に基づく「釧路市景観条例」制定 

    ・平成21年11月「釧路市景観計画」策定 

    ・平成21年12月「釧路市景観計画運用指針」制定 

⑵ 景観形成啓発事業 

ア 釧路市景観賞 

市内の景観形成に貢献している建物や景観形成に資するまちづくり活動等を募集し、優れた建築物

や活動に対し表彰を行っている。 

年    度 受      賞      作 

12 

（第８回） 

 北海道立釧路芸術館 

 炉ばた 煉瓦 ［奨励賞］ 

 浪花町十六番倉庫 ［奨励賞］ 

14 

（第９回） 

釧路信用組合 本店 

（旧）五十嵐邸 
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16 

（第10回） 

幣舞橋 [第10回記念釧路市都市景観賞特別賞] 

痴呆性高齢者グループホーム さんぽみち [奨励賞] 

ふくしま医院 [奨励賞] 

18 

（第11回） 

なかよし花街道事業 

釧路北園啓生園 [奨励賞] 

20 

（第12回） 

株式会社大塚製薬工場釧路工場 [特別賞] 

Bread & sweets cafe Pan de Pan（パンデパン）[奨励賞] 

amicafe（アミカフェ） [奨励賞] 

山本クリニック [奨励賞] 

22 

（第13回） 

ルート38ビーナスロード [特別賞] 

鈴木邸 [奨励賞] 

田川邸 [奨励賞] 

北海道釧路工業高等学校 [奨励賞] 

24 

（第14回） 

鶴雅ウィングス庭園遊歩道［景観賞］ 

エヌシー釧路［景観賞］ 

アイヌコタン［奨励賞］ 

折り紙建築を用いた活動［奨励賞］ 

  イ 景観パネル展の実施 

    景観賞表彰制度の理念を継承し、市内中心部の景観賞受賞建造物の解説などを記載したパネルを市

役所防災庁舎、阿寒町公民館、音別町行政センターの３か所で展示している。 

  ウ 景観まち歩きワークショップ 

    新図書館が北大通に整備されることを契機に、シビックコア地区、ＦＷ地区、北大通の各地区を結

ぶ歩行者回遊空間の利用促進、市内中心部への来訪者や滞在者との交流や賑わいの創出に繋げるため

に、各地区周辺の建築物の魅力やモニュメントの由来等を紹介し、まち歩きを行っている。 

５ 幸町都市拠点地区整備計画 

平成８年２月に「釧路シビックコア地区整備計画」を策定し、幸町土地区画整理事業地区内の5.6haをシ

ビックコア地区とした。当地区は、国の合同庁舎や釧路市こども遊学館を中心に、業務施設等の誘導、歩

行者専用道路の整備や緑あふれる中央オープンスペースの創出により、魅力と賑わいのある都心部の拠点

地区形成をめざすこととしている。 

これにより平成８年度から事業者、有識者、市民等で構成する協議会を設置し、施設配置や景観計画の

検討、事業調整を行っている。 

 

６ 近年の土地区画整理事業 

地  区 

 

施行者 

 

認可年月日 事業年度 
事 業 費 

  （千円） 

施行面積 

 （ha） 

減歩率 

 （％） 

継 続 

完了別 
備 考 

文苑第二 組 合 平４.６.22 平４～  5,423,006 50.4 50.8 継続  

文苑第三 組 合 平11.５.７ 平11～  3,882,030 30.1 57.5 継続  

昭和中央 組 合 平11.12.10 平11～ 11,163,000 91.8 59.4 継続  

鶴  野 組 合 平12.６.30 平12～  1,484,709 15.6 59.2 継続  

 

７ 釧路市北大通３・４丁目地区優良建築物等整備事業 

  商業施設、医療・福祉施設、共同住宅の複合施設を整備することにより、都心部地区の活性化を図るた

め、民間事業者が行う再開発事業に対し、補助対象事業費の３分の２以内を補助する。 

  平成27年度に支障物件等調査、実施設計、建物補償、平成28年度に解体工事、平成28年度から平成30年

度で建築工事を行う。 

 ・事業期間   平成27年度～平成30年度 
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・敷地面積   約4,412 ㎡ 

 ・延床面積   約12,700㎡ 

・構造規模   ＲＣ造13階建（一部鉄骨造平屋建）、ＲＣ造６階建 

 ・施設用途   共同住宅、老人福祉施設、商業施設、医療施設 
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 秘 書 課  
 

１ 歴代市長 

代 氏       名 在  職  期  間 

初 

２ 

伊 東   良 孝 

蝦 名   大 也 

平成17年10月23日～平成20年10月６日 

平成20年11月２日～ 

 

２ 歴代副市長 

氏   名 在  職  期  間 

折 原   勝 
松 倉   豊 
上 原 丈 和 
開 沼 静 雄 
松 浦 尊 司 
小 松 正 明 
岩 隈 敏 彦 
名 塚   昭 

平成17年10月31日～平成19年３月31日 
平成17年10月31日～平成20年３月31日 
平成19年４月１日～平成21年11月30日 
平成20年４月１日～平成22年３月31日 
平成21年12月１日～平成25年10月31日 
平成22年７月１日～平成25年３月31日 
平成25年４月１日～ 
平成25年11月１日～ 

 

３ 釧路市名誉市民 

⑴ 名誉市民 

 市民又は市に縁故が深く、公共の福祉の増進、社会及び文化の進展又は市の発展に貢献し、功績卓絶 

で市民から郷土の誇りとして深く尊敬を受ける者 

⑵ 顕彰の方法と待遇 

 ア 名誉市民にはその称号を証する証書及び名誉市民章を贈呈するとともに、その事績を市広報誌等に

公表し、顕彰する 

イ 市が行う公の儀式への参列の招待 

ウ 慶弔の際における相当の儀礼 

エ その他名誉市民としての栄誉を保持するため、市長が必要と認める処遇 

 

４ 釧路市功労者 

⑴ 被表彰者 

ア 市政に寄与し、著しく功労の大きかった者 

イ 市長、市議として満12年以上勤務した者、又は満10年以上勤務して在職中死亡した者 

ウ 副市長、教育長、監査委員、固定資産評価員として満12年以上勤務した者 

エ 教育委員、選管委員、公平委員、農業委員として満16年以上勤務した者 

⑵ 表彰の方法と待遇 

ア 被表彰者には表彰状に添えて功労章及び記念品を贈呈する 

イ 市主催による諸行事への招待 

ウ 功労者数64名（市内在住者59名、市外居住者５名）平成29年４月１日現在 

⑶ 功労者名 

前 田 豊 作 

田 畑 武 行 

張 江 悌 治 

山 口 哲 夫 

近 藤   雍 

高 橋 宏 政 

夏 井 泰 美 

吾 妻   巌 

菅 原 博 旦 

平 井 芳 三 

増 田 竹 雄 

小 柏 佐 市 

工 藤 清 雄 

五ノ井   護 

畠 山 正 行 

日 向 郁 雄 

伊 藤 利 一 

松 永 俊 雄 

駒 田 義 男 

前 田 七 郎 

秋 葉 武 三 

遠 藤 義 信 

小 畑 保 則 

中 村   啓 

二 瓶 雄 吉 

横 谷 絢 子 

 

砂 山 栄 三 

千 葉 光 雄 

西 村   肇 

花 井 紀 明 

藤 原 勝 子 

坂   久 幸 

宮 高 重 敏 

西   直 行 

伊 東 良 孝 

山 崎   晃 

藤 原   厚 

淀 川 了 一 

佐 藤 勝 秋 

 

 

渡 辺 慶 藏 

大 森 昌 子 

酒 巻 勝 美 

稲 澤   優 

北 村   剛 

菅 野   猛 

畑 中 優 周 

黒 木   満 

戸 田   悟 

石 川 明 美 

続 木 敏 博 

伊 東 眞 光 

大 西 博 一 

 

松 下 裕 幸 

梅 津 則 行 

野 村 照 明 

土 岐 政 人 

髙 橋 一 彦 

宮 田   団 

松 永 征 明 

鶴 間 秀 典 

蝦 名 大 也 

村 上 和 繁 

稲 葉 洋 二 

細 川   裕 
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 市 民 協 働 推 進 課  

 

１ 市民と協働するまちづくりの推進 

⑴ 平成16年 市民協働推進システムの実施 

⑵ 平成17年 市民協働推進システム、『まちの採点簿』実施 

⑶ 平成18年 新たな「市民と協働するまちづくり推進指針」について協議 

⑷ 平成19年 「市民と協働するまちづくり推進指針」策定 

 

２ 輝くまちづくり交付金の平成28年度実績 

⑴ 採択事業数 11事業 

⑵ 交付金総額 3,000,000円 

 

３ 広報活動 

⑴ 印刷物による広報活動 

ア 広報くしろ 

 タブロイド判 16～24ページ 

 月１回（１日）発行 毎回83,500部 

 北海道新聞への折り込み及び各戸配布（釧路地域）、町内会配布（阿寒・音別地域）と公共施設、市 

 内郵便局への設置により配布 

イ くらしのガイド 

Ａ４判 28ページ 

年１回発行 4,300部作成 

市民と転入者の日常便利帳として戸籍住民課・各行政センター・各支所の窓口で配布 

ウ 阿寒町行政センター通信 

(ｱ) 「あかん」 Ａ４判 ４ページ 

年６回偶数月（１日）発行 毎回2,250部 

町内会配布と公共施設、阿寒地域郵便局への設置により配布 

(ｲ) 「あかん」ふるさと版 Ａ４判 ４ページ 

年１回発行（８月） 600部 

ふるさと阿寒・東京会及び札幌会会員へ配布 

エ 音別町行政センター通信（北のビーナスタイムズ） 

Ａ４判 ４ページ 

年６回偶数月（１日）発行 毎回1,000部 

町内会配布と公共施設への設置により配布 

⑵ 電波による広報活動 

ラジオ広報「市役所からこんにちは」 

ＦＭくしろ（76.1MHz）にて毎週月曜日午前10時05分から15分間放送 

⑶ インターネットによる広報活動 

  ア 公式ホームページ 

釧路の紹介や市政の新着情報、Web版広報くしろ、観光ガイドなどを掲載。平成24年10月１日に市 

ホームページをリニューアル。 

  イ 公式フェイスブックページ 

    平成27年２月２日から運用開始 

  ウ 釧路市役所ブログ 

    楽天㈱ブログにより、平成27年８月３日から運用開始 

  エ その他 

    ２つの民間Webサイトに、電子書籍版「広報くしろ」を掲載 
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⑷ 報道機関を通じた広報活動 

ア 週間行事予定表及び各種市政情報の提供 

イ 記者レクチャー 必要に応じて市政記者クラブへ説明 

ウ 定例市政記者クラブ・市長懇談会 重要事項等について発表 

 

４ 広聴活動 

⑴ 平成28年度実績 

事 業  名  内          容  実   績  

わかもの 
ふれあいトーク 

若い世代を対象とした、市長と市民との意
見交換の場。市民が市政への理解を深める
機会とし、市政運営に市民の意見を役立て
る。 

実施回数 １回 

参加人数 ８人 

市政懇談会 
市政情報や地域課題等の情報共有化と、地
域の方々と意見交換をする場として実施。 

実施回数 ８回 

参加人数 178人 

市長へのポスト 
まちづくりについての意見・要望・苦情な
どを、広く「市民の声」として市政に反映
させる。 

要望件数 157件 

陳情 

団 体 の 要 望 を 迅 速 に 市 長 や 関 係 各 課 に 伝

え、適正な処理がなされるように調整する。

回答を必要とするものについては、担当課

と調整の上、要望団体に回答する。 
 

要望件数 1,048件 

一般広聴 

電話などで寄せられた要望・苦情などにつ
いては、迅速な処理に努めている。その後、
回答を必要とするものについては、処理結
果を申し出人に回答する。 

要望件数 168件 

無料法律・人権相談 
金曜日のみ、釧路地方法務局人権擁護課・
釧路弁護士会・釧路人権擁護委員協議会の
協力により実施。 

実施回数 24回 

相談件数 100件 

地域担当職員制度 
（阿寒地区） 

地区内に地域担当職員を配置し各地域の会議
等に出席し、住民の意向や要望を行政に反映さ
せる。 

出席回数 16回 

要望件数 10件 

地区懇談会 
（音別地区） 

町内会からの要望により、町内会と行政センタ
ー長及び関係各課で懇談会を実施。 

実施回数 ２回 

参加人数 14人 

 

５ 情報公開・個人情報保護制度 

⑴  情報公開制度（平成28年度実績） 

公開請求 
件数 35件  

公  開 11件 

部分公開 19件 

非 公 開 １件 

不 存 在 ３件 

取り下げ １件 

⑵ 個人情報保護制度（平成28年度実績） 

開示請求 
件数 104件  

開 示 83件 

部分開示 ３件 

非 公 開 １件 

不 存 在 17件 

取り下げ ０件 

 



 

- 57 - 

 

６ 女性教育活動及び男女平等参画社会の推進 

⑴ 釧路市男女平等参画推進条例に基づき、女性がその能力と経験を十分に生かせるよう、行政への意見

反映の場である審議会への登用促進、雇用機会の拡充など男女が共に参画する社会づくりへの指針であ

る「くしろ男女平等参画プラン」の推進と女性の学習機会の提供・支援を行う。 

⑵ 釧路市男女平等参画審議会の開催 ５回 

⑶ 女性団体活動への支援（釧路市女性団体連絡協議会、家庭生活カウンセラー養成講座、他） 

⑷ 道外派遣事業（国立女性教育会館への研修派遣） 

⑸ 男女平等参画センターの管理運営 

  女性のための法律相談や一般相談の他、講座・セミナー等を実施した。 

  貸館実績 172件 センター利用者数 のべ4,279名 

⑹ くしろ男女いきいき参画表彰 

  表彰式 平成28年12月３日 表彰件数２件 

 

７ 国内姉妹都市 

⑴ 鳥取市 

鳥取市は、鳥取県東部を流れる千代川の下流に位置し、古くから池田家32万石の城下町として栄え、

明治22年の市政施行以来今日まで、山陰の政治、文化、経済、交通の中心都市として、また、天然記念

物である鳥取大砂丘を有する観光都市として知られ、名産の二十世紀梨は、品質、生産高とも最高水準

を誇っている。また、無形文化財の郷土芸能“傘おどり”は、釧路傘おどり保存会にも伝承され、釧路

市民に親しまれている。 

釧路市とは、明治17、18年に鳥取県士族など513人が釧路市鳥取地区に移住し、開拓に尽力するなど歴

史的にも結びつきが深いところから、昭和38年に姉妹都市関係を結んだ。 

⑵ 湯沢市 

湯沢市は、山形県、宮城県に隣接する秋田県の最南東部に位置する田園都市で、古くから米、木材の

集散地として、また、灘、伏見と並ぶ酒造地として知られ、冬は多くのスキー客でにぎわい、「犬っこ

まつり」、「小町まつり」の他、夏の夜の風物詩「七夕絵どうろうまつり」は有名で、毎年釧路市長賞

が贈られている。 

釧路市とは、戦前から主食をはじめわら工芸品、木工品の移入など、経済的な交流があったことに起

因し、昭和38年に姉妹都市関係を結んだ。 

 

８ 海外姉妹都市 

都 市 名 バーナビー市（カナダ、ブリティッシュコロンビア州） 

提携年月日 昭和40（1965）年９月９日 

提携の経緯 

 釧路市とほぼ同緯度に位置し、都市の形態も類似しているバーナビー市から、昭和

38年、駐日カナダ大使の仲介により姉妹都市の申し入れがあり、昭和40年に釧路市長

がバーナビー市を訪問し、姉妹都市提携を行った。 

市 の 概 要 

 人口（2011）223,218人。カナダ西海岸の大都市バンクーバーに隣接し、文教施設

が整備され、通信関連企業など最先端の産業が進出するなど、この地域のベッドタウ

ン、商業都市として発展している。 

交 流 内 容 

(平成28年度) 

平成28年７月17日～23日、バーナビー市関係者をはじめとするカナダ日系アイスホ

ッケーチームの高校生とその家族ら48名が来釧。市内高校との親善試合のほか、学校

訪問、英語によるこどもの交流イベント、ホームステイ等、市民レベルの交流に参加。 

平成29年２月５日～12日、北海道釧路明輝高校が、語学研修を目的とし、生徒４名

と引率教師をバーナビー市に派遣。市役所公式訪問のほか、文化交流を行った。 

 

都 市 名 ホルムスク市（ロシア連邦、サハリン州） 

提携年月日 昭和50（1975）年８月27日 
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提携の経緯 

 紙パルプ、港湾を基幹産業とする都市の性格も類似しており、また、ホルムスク市

（旧真岡市）を郷里とする釧路市民も少なくなかったことから昭和50年８月ホルムス

ク市長の招待で釧路市長がホルムスク市を訪問し、姉妹都市提携をした。 

市 の 概 要 
 人口約40,900人。サハリン州南西部に位置し、州内最大の港湾施設を利用した鉄道

貨物ターミナル基地の建設により物流の中心拠点となっている。 

交 流 内 容 

(平成27年度) 

姉妹都市提携50周年を迎えた平成27年、８月22日～26日の日程で釧路市から訪問団

17名がホルムスク市を訪れ、友好調印書の更新が行われた。 

釧路公立大学と姉妹校提携を結ぶユジノサハリンスク経済法律情報大学訪問、釧路

市内の民間保育園と姉妹園提携を結ぶドルージバ幼稚園訪問など、様々な分野で歓迎

を受け友好を深めた。 

 

９ 姉妹港 

港 名 スワード港（アメリカ合衆国、アラスカ州） 

提携年月日 昭和57（1982）年７月21日 

提携の経緯 

 スワード港は釧路をはじめとする日本の北洋漁業における漁船の補給中継基地と

して、また、貿易の拠点として経済的交流が深かったことから、昭和57年姉妹港の提

携を行った。 

市 の 概 要 
 人口（2013）2,754人（スワード市）。アラスカ州アンカレッジ市から南に300km離

れて位置するスワード港は、漁業と港湾施設を建設し、発展している。 

交 流 内 容 

(平成28年度) 

くしろ港まつり会より、スワード市の伝統行事「シルバーサーモンダービー」の優

勝者に対し、釧路市の市章入り記念楯を贈呈。また、スワード市より「釧路港舟漕ぎ

大会」にスワード市長杯を受納。 

 

港 名 ニューオリンズ港（アメリカ合衆国、ルイジアナ州） 

提携年月日 昭和59（1984）年10月31日 

提携の経緯 

 ニューオリンズ港は、ルイジアナ州の穀倉地帯を抱え、世界有数の港湾を利用した

物流基地でもある。釧路市とも年間を通じて穀物運搬の船舶が両港を行き来し、経済

的結びつきも深いことから姉妹港提携を行った。 

市 の 概 要 
 人口（2014）384,320人（ニューオリンズ市）。アメリカ合衆国南部ミシシッピー河

口に位置し、船舶による物流の拠点となっている。 

交 流 内 容 

(平成26年度) 

平成26年10月29日～11月４日、姉妹港提携30周年記念として市長他９名の訪問団が

ニューオリンズ港湾局を訪問し、姉妹港提携30周年記念友好調印書の調印、また、ニ

ューオリンズ市表敬訪問等を実施。 

 

10 姉妹湿地 

湿 地 名 ハンター河口湿地（オーストラリア、ニューサウスウェールズ州） 

提携年月日 平成６（1994）年11月７日 

提携の経緯 

 釧路西高校の野外科学部の生徒たちが、夏季に釧路湿原で繁殖し、オーストラリア

で越冬する渡り鳥「オオジシギ」の調査研究活動を続けてきたことと、平成５(1993)

年６月に釧路市でラムサール条約締約国会議が開催されたことなどがきっかけとな

った。「釧路湿原、厚岸湖・別寒辺牛湿原、霧多布湿原」と「クーラガング湿地とそ

の周辺湿地（現ハンター河口湿地）」との姉妹湿地提携が結ばれた。 

交 流 内 容 

(平成27年度) 

平成27年11月４日～10日、姉妹湿地関係都市であるオーストラリア・ニューカッス

ル市とポートスティーブンス市とともに姉妹湿地提携更新の調印を行った。 

ハンター河口湿地で記念植樹を行った他、ハンターウエットランドセンター創立30

周年記念式典に出席し、湿原の保全活動について紹介した。 
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11 港街友好都市 

都 市 名 ペトロパブロフスク・カムチャツキー市（ロシア連邦・カムチャツカ州） 

提携年月日 平成10（1998）年８月25日 

提携の経緯 
 両市はそれぞれ地域開発や物流または水産業にとって重要な不凍港を有し、その港

の産業を中心に発展してきた港街であることから、提携に至った。 

市 の 概 要 
人口（2015）約181,000人。カムチャツカ州の州都である同市は、水産業や工業・

観光業において、ロシア極東の重要な拠点のひとつとなっている。 

交流内容 駐札幌ロシア総領事館を通じ、両市の交流について書簡を交換。 

 

12 国際化推進事業 

⑴ くしろ国際交流プラザ開設 

平成28年４月１日開設。外国人の方々の様々な相談に応じる他、国際交流に関する情報提供を行う。 

来館者数実績 延べ1,475人 

 

⑵ 青年研修事業 

独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）が、開発途上国より未来の国づくりを担う青年層を日本に招

き実施する研修。専門分野の知識・技能の向上及び相互理解促進の機会を提供する。釧路市では釧路市

海外研修事業等実行委員会（市役所内に事務局を置く）が受託機関となり、平成19年度より同事業を実

施している。 

 [平成28年度事業実績] 

受入期間 平成28年10月12日～10月26日（釧路市） 

訪問者数 大洋州（フィジー、バヌアツ、サモア、トンガ、ツバル、ソロモン諸島）13人 

研修内容 都市環境管理関係講義・視察・討議、体験学習、小学校訪問、文化体験 

 

13 長期滞在・移住促進に関すること 

 ⑴ 事業の概要 

ア 長期滞在・移住に関する相談対応と情報発信により、長期滞在者の受入を行う。 

イ 民間企業主体の取り組みに対するサポートを行い、長期滞在者の受入体制の充実を図る。 

⑵ 平成28年度滞在実績 

長期滞在者863組1,311人、延べ滞在日数22,105日 
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 財 政 課  

 

１ 当初予算比較                                  (単位：千円) 

区 分 平成29年度 
 

平成28年度 
 

増減率 増減率 

一般会計 97,200,000 0.0% 97,200,000 0.8％ 

特別会計 40,840,047 0.1% 40,789,143 0.2％ 

企業会計 40,800,828 3.6% 39,401,754 △  1.7％ 

合  計 178,840,875 0.8% 177,390,897 0.1％ 

 

２ 一般会計当初予算 

⑴  歳入                                   (単位：千円、％) 

款 平成29年度 平成28年度 
構成比 

平成29年度 平成28年度 

市 税 20,914,029 21,040,044 21.5 21.7 

地 方 譲 与 税 605,000 618,000 0.6 0.6 

利 子 割 交 付 金 16,000 29,000 0.0 0.0 

配 当 割 交 付 金 64,000 87,000 0.1 0.1 

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 22,000 40,000 0.0 0.0 

地 方 消 費 税 交 付 金 3,430,000 3,920,000 3.5 4.0 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,000 7,000 0.0 0.0 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 79,000 61,000 0.1 0.1 

地 方 特 例 交 付 金 76,501 68,617 0.1 0.1 

地 方 交 付 税 23,270,000 24,190,000 24.0 24.9 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 21,000 22,000 0.0 0.0 

分 担 金 及 び 負 担 金 895,125 1,018,860 0.9 1.1 

使 用 料 及 び 手 数 料 2,994,819 3,040,220 3.1 3.1 

国 庫 支 出 金 20,241,095 20,190,141 20.8 20.8 

道 支 出 金 4,761,377 5,837,720 4.9 6.0 

財 産 収 入 206,956 237,759 0.2 0.2 

寄 附 金 502,420 2,420 0.5 0.0 

繰 入 金 2,799,674 1,571,483 2.9 1.6 

繰 越 金 １ １ 0.0 0.0 

諸 収 入 6,779,266 6,755,401 7.0 7.0 

市 債 9,514,737 8,463,334 9.8 8.7 

合        計 97,200,000 97,200,000 100.0 100.0 
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⑵ 歳出                                   (単位：千円、％) 

款 平成29年度 平成28年度 
構成比 

平成29年度 平成28年度 

議 会 費 345,937 338,606 0.4 0.4 

総 務 費 3,386,577 3,414,800 3.5 3.5 

民 生 費 31,860,060 32,101,331 32.8 33.0 

衛 生 費 3,296,566 3,292,082 3.4 3.4 

労 働 費 108,912 115,138 0.1 0.1 

農 林 水 産 業 費 903,430 2,032,045 0.9 2.1 

商 工 費 6,748,382 7,007,834 6.9 7.2 

土 木 費 6,482,129 5,841,793 6.7 6.0 

港 湾 費 2,903,917 2,233,162 3.0 2.3 

消 防 費 544,158 1,045,780 0.6 1.1 

教 育 費 6,482,657 5,443,773 6.7 5.6 

災 害 復 旧 費 36,927 22,000 0.0 0.0 

公 債 費 12,659,108 12,845,560 13.0 13.2 

諸 支 出 金 9,642,150 9,618,205 9.9 9.9 

職 員 費 11,709,090 11,757,891 12.0 12.1 

予 備 費 90,000 90,000 0.1 0.1 

合        計 97,200,000 97,200,000 100.0 100.0 

 

３ 特別会計当初予算                                (単位：千円) 

会      計 平成29年度 平成28年度 

国 民 健 康 保 険 21,720,602 21,957,178 

国 民 健 康 保 険 阿 寒 診 療 所 事 業 466,925 461,987 

国 民 健 康 保 険 音 別 診 療 所 事 業 306,653 261,215 

後 期 高 齢 者 医 療 2,274,413 2,172,961 

介 護 保 険 （ 保 険 事 業 勘 定 ） 15,444,476 15,244,453 

介 護 保 険 （ 介 護 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 ） 127,139 124,986 

農 業 用 簡 易 水 道 事 業 19,452 13,771 

駐 車 場 事 業 118,206 191,291 

動 物 園 事 業 362,181 361,301 

合            計 40,840,047 40,789,143 

 

４ 企業会計当初予算                                (単位：千円) 

会      計 平成29年度 平成28年度 

病 院 事 業 18,819,587 17,810,504 

水 道 事 業 8,420,579 8,669,559 

工 業 用 水 道 事 業 78,050 76,945 

下 水 道 事 業 10,810,314 11,008,952 

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 196,624 341,174 

市 設 魚 揚 場 事 業 260,438 233,385 

港 湾 整 備 事 業 2,215,236 1,261,235 

合            計 40,800,828 39,401,754 
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５ 特別会計への当初における繰出金                         (単位：千円) 

会      計 平成29年度 会      計 平成29年度 

国 民 健 康 保 険 1,777,050 動 物 園 事 業 288,748 

国民健康保険阿寒 診 療所事業 169,231 病 院 事 業 1,364,659 

国民健康保険音別 診 療所事業 109,905 水 道 事 業 376,301 

後 期 高 齢 者 医 療 601,086 下 水 道 事 業 1,806,567 

介 護 保 険 2,379,759 公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 15,276 

農 業 用 簡 易 水 道 事 業 9,393 市 設 魚 揚 場 事 業 411,662 

駐 車 場 事 業 1,222   

合              計 9,310,859 

 

６ 一般会計当初予算歳入財源別内訳                       (単位：千円、％) 

款 平成29年度 
 

平成28年度 
 

構成比 構成比 

自
主
財
源 

市 税 20,914,029 21.5 21,040,044 21.6 

分 担 金 及 び 負 担 金 895,125 0.9 1,018,860 1.1 

使 用 料 及 び 手 数 料 2,994,819 3.1 3,040,220 3.1 

財 産 収 入 206,956 0.2 237,759 0.2 

寄 附 金 502,420 0.5 2,420 0.0 

繰 入 金 2,799,674 2.9 1,571,483 1.6 

繰 越 金 １ 0.0 １ 0.0 

諸 収 入 6,779,266 7.0 6,755,401 7.0 

計 35,092,290 36.1 33,666,188 34.6 

依
存
財
源 

地 方 譲 与 税 605,000 0.6 618,000 0.6 

利 子 割 交 付 金 16,000 0.0 29,000 0.0 

配 当 割 交 付 金 64,000 0.1 87,000 0.1 

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 22,000 0.0 40,000 0.1 

地 方 消 費 税 交 付 金 3,430,000 3.5 3,920,000 4.0 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,000 0.0 7,000 0.0 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 79,000 0.1 61,000 0.1 

地 方 特 例 交 付 金 76,501 0.1 68,617 0.1 

地 方 交 付 税 23,270,000 24.0 24,190,000 24.9 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 21,000 0.0 22,000 0.0 

国 庫 支 出 金 20,241,095 20.8 20,190,141 20.8 

道 支 出 金 4,761,377 4.9 5,837,720 6.0 

市 債 9,514,737 9.8 8,463,334 8.7 

計 62,107,710 63.9 63,533,812 65.4 

合        計 97,200,000 100.0 97,200,000 100.0 
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７ 一般会計当初予算歳出性質別経費                       (単位：千円、％) 

区        分 平成29年度 構成比 平成28年度 構成比 

消
費
的
経
費 

人 件 費 13,397,713 13.8 13,471,783 13.8 

物 件 費 10,412,598 10.7 10,292,512 10.6 

維 持 補 修 費 869,688 0.9 844,788 0.9 

扶 助 費 28,723,270 29.5 27,836,186 28.6 

補 助 費 等 7,648,525 7.9 9,600,237 9.9 

計 61,051,794 62.8 62,045,506 63.8 

投
資
的
経
費 

普 通 建 設 事 業 費 9,011,147 9.3 8,094,544 8.4 

災 害 復 旧 事 業 費 36,927 0.0 22,000 0.0 

失 業 対 策 事 業 費 － － － － 

計 9,048,074 9.3 8,116,544 8.4 

そ
の
他 

公 債 費 12,659,042 13.0 12,845,494 13.2 

積 立 金 84,150 0.1 97,817 0.1 

投 資 及 び 出 資 金 － － － － 

貸 付 金 6,852,835 7.1 6,791,166 7.0 

繰 出 金 7,414,105 7.6 7,213,473 7.4 

予 備 費 90,000 0.1 90,000 0.1 

計 27,100,132 27.9 27,037,950 27.8 

合        計 97,200,000 100.0 97,200,000 100.0 
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 市 有 財 産 対 策 室  

 

１ 財産状況                                      (単位：㎡) 

区      分 土 地（地積） 
建          物 （延面積） 

木   造 非 木 造 計 

行 

政 

施 

設 

庁 舎 39,143.38 441.43 26,513.81 26,955.24 

消 防 74,588.91 2,647.59 15,719.24 18,366.83 

そ の 他 2,898,636.05 3,061.86 42,811.43 45,873.29 

計 3,012,368.34 6,150.88 85,044.48 91,195.36 

公 
 

共 
 

用 
 

財 
 

産 

学 校 1,230,088.40 3,404.90 267,193.61 270,598.51 

公 営 住 宅 936,774.71 6,760.80 454,647.56 461,408.36 

公 園 9,155,006.72 2,603.97 6,222.07 8,826.04 

山    林 552,516.39 － － － 

そ の 他 23,118,472.52 28,677.60 236,450.41 265,128.01 

計 34,992,858.74 41,447.27 964,513.65 1,005,960.92 

普  通  財  産 45,520,475.92 8,425.50 22,183.33 30,608.83 

公 有 財 産 (合 計 ) 83,525,703.00 56,023.65 1,071,741.46 1,127,765.11 

 ※平成28年３月31日現在 

 

２ 市有地の売却実績 

年度 地積(㎡) 筆数 金額(円) 

平成21年度 11,095.02 19 60,409,686 

平成22年度 48,690.22 17 418,335,963 

平成23年度 18,271.86 29 210,319,839 

平成24年度 31,501.96 18 115,536,407 

平成25年度 44,491.02 16 213,457,664 

平成26年度 5,461.74 16 93,312,304 

平成27年度 8,157.28 15 66,045,955 

平成28年度 15,752.11 11 61,437,104 

 

 

 



- 65 - 

 

 

３ 土地開発基金運用状況 

現           金 現       物 （土 地） 

一般会計繰替運用金         68,334,097円 

(H29.３.31～H29.５.26) 

空港拡張用地            18,612.25㎡ 

 駒牧２番４            3,945,956円 

一般会計貸付金        157,914,000円 

(H13.３.30～H33.３.31) 

保育所建設用地            3,308.76㎡ 

 鳥取北４丁目21番２       23,161,000円 

一般会計貸付金         221,066,000円 

(H15.３.31～H35.３.31) 

西方面本部星が浦支署用地       1,364.00㎡ 

 鶴野58番5633          15,000,000円 

一般会計貸付金（旧阿寒町分）  35,000,000円 

(H15.４.１～H31.３.31) 

道路用地                97.00㎡ 

 緑ケ岡１丁目19番62の内      1,222,200円 

一般会計貸付金        260,000,000円 

(H20.３.31～H35.３.31) 

(うち[旧音別町分]53,277,514円) 

道路用地                11,989.00㎡ 

 愛国東２丁目191番188 

  愛国東２丁目191番4884      

 愛国東３丁目191番4352           7,000,088円 積立金（釧路信金阿寒支店）    4,928,167円 

(H28.４.４～H29.４.４) 

 公園用地              727,156.00㎡ 

 阿寒町下仁々志別８番１ 

 阿寒町字仁々志別８番10 

 阿寒町字仁々志別８番16      37,612,000円 

河畔整備等関連用地                 1,998.81㎡ 

 旭町56番３ 

 旭町56番12          118,929,195円 

緑ケ岡会館用地            301.84㎡ 

 緑ケ岡２丁目26番２        10,504,032円 

排水路用地             5,655.19㎡ 

 北園190番2289         16,965,570円 

公園用地               189.94㎡ 

 桜ケ岡６丁目104番66 

 桜ケ岡６丁目104番67       2,950,000円 

工芸館用地            23,764.57㎡ 

 阿寒町上阿寒23線38番２ 

 阿寒町上阿寒23線38番18      33,245,100円 

人道橋用地             3,675.00㎡ 

 阿寒町中央１丁目27番２号 

  阿寒町中央１丁目27番69号    16,222,500円 

春採生活館用地            597.34㎡ 

 春採１丁目133番２ 

 春採１丁目133番６         8,673,376円 

 

 

747,242,264円 

                                 798,709.70㎡ 

                295,431,017円 

 ※平成29年３月31日現在 
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 釧 路 市 東 京 事 務 所  

 

１ 東京事務所の概要 

釧路市東京事務所は企業誘致のための情報収集、工場適地の宣伝及び道東圏における観光物産の振興等

を目的として、昭和53年５月29日開設した。その後、所管事務に国及び関係団体との連絡調整並びに中央

要望に関することを加え、市政に有益な最新の情報収集及び釧路市のＰＲ活動・要望活動等を行っている。 

 

住 所 〒102-0093 東京都千代田区平河町２－４－１ 日本都市センター会館９階 

電 話 （03）3263－1992  ＦＡＸ （03）3239－3669 

E-mail  so-tokyo@city.kushiro.lg.jp 

 

２ 活動状況                               (平成 28 年度) 

区 分 来所者数 訪問件数 会議等出席 要 望 情報収集 

件 数 243 1,317 124 29 825 

 

☆ 案 内 図 

 交通機関と所要時間 

  ・地下鉄 永田町駅（有楽町線･半蔵門線）４番・５番出口より徒歩約４分 

  ・地下鉄 永田町駅（南北線）９番出口より徒歩約３分 

  ・地下鉄 麹町駅（有楽町線）半蔵門方面出口より徒歩約４分 
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